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「エコマークアワード 2013」募集のお知らせ
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エコマークは公益財団法人日本環境協会が自主的に運営

している事業です。エコマークの活動予算は、すべて認定

企業の皆様からのエ コマーク使用料ならびに商品認定申

込者の皆様からの商品認定審査料でまかなわれています。

「エ コマークニュース」 では、 「エ コマーク事業実施要領」

に基づき、エコマーク事業に関する情報を提供しています。

認定基準に関するお知らせ

認定基準の制定

　 以下の認定基準が制定されま し たので、 お知らせいた し ます。

◆認定基準は （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｅｃｏｍａｒｋ.ｊｐ/ｎｉｎｔｅｉ/） をご覧 く ださい。

類型番号 商品類型名 制定日 有効期限

１５３ 乳幼児用品 Ｖｅｒｓｉｏｎ１ ２０１３ 年 ５ 月 ８ 日 ２０２０ 年 ５ 月 ３１ 日

エコマーク事務局では、エコマーク商品等、環境配慮型商品普及への優れた

取り組みを表彰する「エコマークアワード」を今年も実施いたします。

 この表彰制度は、環境配慮型商品普及に関する優れた取り組みを広く公表す

るとともに、エコマーク商品等のより一層の普及拡大を通じて、持続可能な社

会の実現に寄与することを目的として創設されたものです。

 第 4 回となる今年度の募集要項は以下のとおりです。

〈表彰について〉

● 賞の種類：エコマークアワード　金賞、銀賞、銅賞 [公募]

プロダクト・オブ・ザ・イヤー [エコマーク認定商品の中から選考]

● 選考～表彰の流れ：一次審査（書類審査）、本審査（プレゼンテーション、2013 年12 月上旬予定）を経て

2014 年 1 月上旬に受賞者を発表します。表彰式は 2014 年 2 月上旬に行う予定です。

〈募集について〉

● 募集対象：エコマーク認定商品保有企業またはエコマーク商品等の普及に貢献している企業・団体

（なお、プロダクト・オブ・ザ・イヤーは 2012 年度、2013 年度に認定されたエコマーク認定

商品の中から選考します。）

● 募集期間：2013 年 8 月 1 日（木）～ 9 月30 日（月）
 

◆詳細はエコマーク事務局ホームページ（http : // www.ecomark. jp/award/2013/）をご覧ください。ご応募をお待

　ちしております。
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委員会報告

基準審議委員会 （第 １３ 回）

　 第１３回基準審議委員会が２０１３年７月８日に開催さ

れま し た。 審議事項は以下の とお り です。

〈審議事項〉 （上記参照）

１．エコマーク商品類型 （認定基準） 案について

２．エコ マーク商品類型 （認定基準） の部分的な改定に

ついて

◆資料等詳細は （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｅｃｏｍａｒｋ.ｊｐ/ｏｆｆｉｃｅ/　

ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ/ｄｅｌｉｂｅｒａｔｉｏｎ_ｄａｔａ/） をご覧く ださい。

認定基準案の公表およびパブリ ッ ク コ メ ン トの受付

　 以下の認定基準案の公表およびパブ リ ッ ク コ メ ン ト の受付について、 お知らせいたし ます。

◆認定基準案、 パブ リ ッ ク コ メ ン ト の受付については （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｅｃｏｍａｒｋ.ｊｐ/ｎｉｎｔｅｉ/ｐｕｂｌｉｃ/） をご覧 く ださい。

類型番号 商品類型名 公表期間 （３０ 日間）

１４０

詰め替え容器 ・ 省資源型の容器 Ｖｅｒｓｉｏｎ１.７ （適用範囲の拡大）

　 分類 Ｃ．　無菌包装米飯容器

　 分類 Ｄ．　軽量 ＰＥＴ ボ ト ル （容器）

　 分類 Ｅ．　食品用器具および容器包装におけ る再生材料を使用し

た ＰＥＴ ボ ト ル （容器）

２０１３ 年 ８ 月 １ 日～２０１３ 年 ８ 月 ３０ 日

新規 太陽熱利用システム Ｖｅｒｓｉｏｎ１ ２０１３ 年 ８ 月 １ 日～２０１３ 年 ８ 月 ３０ 日

認定基準の改定

　 以下の認定基準の部分的な改定の実施について、 お知らせいた し ます （Ｖｅｒｓｉｏｎ の Ｎｏ.は改定前のもの）。

◆改定点の詳細については （ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｅｃｏｍａｒｋ.ｊｐ/ｏｆｆｉｃｅ/ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ/ｄｅｌｉｂｅｒａｔｉｏｎ_ｄａｔａ/） をご覧 く ださい。

類型番号 商品類型名 改定のポイ ン ト 改定日

１１９ パーソナルコ ンピ ュータ Ｖｅｒｓｉｏｎ２.８
デ ィ スプレ イの省エネ基準の改定 （国際エネ

ルギース タープロ グ ラ ム Ｖｅｒ.２.０ と の整合）
２０１３ 年 ８ 月 １ 日

新 認定商品のご紹介

エコマーク認定のテレビが市場に登場――期待される環境配慮型製品の普及

　 国内の一般世帯におけ る テ レ ビの普及率は ９９ ％を

超えており、薄型テレビの普及も急速に進んでいます。

また、 番組録画やＤＶＤ／ブルーレ イデ ィ ス ク の視聴、

イ ン ターネ ッ ト 対応など、 用途に応じ た多機能化も進

展し ています。 このよ う に社会に広 く 浸透し ている製

品に関し、 ラ イ フサイ クル全体の環境負荷を考慮し た

情報を提供し環境配慮の側面を重視し た選択 ・ 購入を

促すこ と は、 大きな意義があ り ます。

　 エ コ マーク では ２０１３ 年 ３ 月に、 新規商品類型 Ｎｏ.

１５２ 「テレ ビ Ｖｅｒｓｉｏｎ１」 において、 省資源・資源循環、

省エネルギー、 有害物質の使用削減、 情報提供など、

総合的な観点から環境負荷低減を促進するための認定

基準を制定 し ま し た。 こ れま でに ２ 社の企業に よ り

３５ 製品がエコマー ク 認定を取得してお り 、 環境負荷

の少ないテレ ビが普及し てい く こ と が期待されます。

（次ページに続 く ）
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■ ２０ 製品が第 １ 号の認定を取得

――パナソニ ッ ク株式会社

　 パナ ソ ニ ッ ク では、 環境配慮設計に基づ く 製品を

「グ リ ーンプ ロ ダ ク ツ」 と 位置づけ、 製品の企画か ら

廃棄に至る ラ イ フサイ クル全体の環境負荷低減に向け

た取 り 組みを進めています。 同社では、 環境配慮型商

品の購入を検討し ている消費者にわか り やす く 訴求す

る と い う 観点から、 第三者認定によ る環境ラベル制度

であ るエコマーク の認定取得に取 り 組んでお り 、 商品

類型 「テレ ビ」 の第 １ 号と し て、 「ビエラ」 （プラ ズマ

テ レ ビおよび液晶テ レ ビ） ２０ 製品が認定を取得し ま

し た （認定番号 １３ １５２ ００１～０２０）。

　 認定商品はすべて、 ユーザーの視聴環境や使用環境

に応じ てテレ ビ本体および周辺機器を自動制御する省

エネ機能 「エコナビ」 を搭載し てお り 、 待機時消費電

力も約 ０.１Ｗ と い う 水準を実現し ています。 製品開発

においては、 高効率パネルの採用や ＬＳＩ の集積化など

の積み重ねによ り 、 機能を高めながら優れた省エネ性

能を実現し ま し た。 このほか、 省資源 ・ 資源循環、 有

害物質の使用回避 ・ 抑制などに関する基準をク リ アし、

認定を取得する こ と と な り ま し た。

　 同社では、 商品類型 「ＢＤ／ＤＶＤ レ コーダー ・ プレ

ーヤー」 において、 ２０１２年に 「デ ィ ーガ」 が第１号の

認定を取得しており、「ビエラ」 と 「ディーガ」 を組み合

わせた 「エコ ＡＶ システム」 と しての利用を含め、エコ

マーク 認定の ＡＶ 機器の普及に努めてい く 考えです。

今後の開発製品について もエコマーク認定取得に取 り

組むと と もに、 商品カ タ ロ グやウ ェブ等においてエコ

マーク を活用し、 販売促進につなげてい く 計画です。

◆パナソ ニ ッ ク (株) プラ ズマテレ ビ／液晶テレ ビ

「ビエラ」 のウェブサイ ト

ｈｔｔｐ://ｐａｎａｓｏｎｉｃ.ｊｐ/ｖｉｅｒａ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ

■継続的にエ コマーク認定取得を推進

―― シャープ株式会社

　 シ ャープでは、 事業活動によ る環境負荷 （ネガテ ィ

ブ ・ イ ンパク ト ） を大幅に上回る環境貢献 （ポジテ ィ

ブ ・ イ ンパク ト ） を果たす 「エコ ・ ポジテ ィ ブ カンパ

ニー」 を企業ビジ ョ ンに掲げてお り 、 創エネ ・ 省エネ

製品の開発 ・ 普及によ る温室効果ガス削減をはじめ、

環境負荷の低減と環境への貢献に取 り 組んでいます。

　 環境配慮型商品の普及に向けエコマーク の認定取得

に力を入れている同社では、 これまで 「複写機」 「プ リ

ン タ」 「太陽電池を使用し た製品」 （ソーラー電卓） な

どにおいて認定を取得し てお り 、 「テレ ビ」 の認定基

準制定を受け、主力製品であ る液晶テレビ 「アクオス」

の １５ 製品が認定を取得 し ま し た （認定番号 １３ １５２

０２１～０３５）。

「ア ク オス」 の開発にあたっては、 資源使用量の削

減をはじめ省エネ性能の向上や製品長寿命化、 使用後

の リ サイ クル性など、 製品のラ イ フサイ クル全体を通

じ た環境負荷低減が図られています。 また、 部屋の明

る さやテレ ビの操作状況に応じ て消費電力を節減する

機能等を搭載し てお り 、 待機時消費電力も ０.１Ｗに抑

え られています。 さ ら に、 液晶セル内の光の透過率を

高め る独自技術 と 高効率 ＬＥＤ バ ッ ク ラ イ ト の組み合

わせによ り 、 高画質と省エネを両立させる こ と に成功

し ています （一部認定商品）。

　 シ ャープでは、 今後も環境技術の開発や製品の環境

性能の向上に向けた取 り 組みを進める と と もに、 消費

者の環境意識が高ま っている こ と を踏まえ、 環境配慮

型商品であ る こ と が一目で認識でき るエコマーク の認

定取得に継続的に取 り 組んでい く 考えです。

◆シ ャープ(株) 液晶テレビ 「アクオス」 のウェブサイ ト

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｓｈａｒｐ.ｃｏ.ｊｐ/ａｑｕｏｓ/ｉｎｄｅｘ.ｈｔｍｌ

エコマーク認定のパナソニッ ク (株)

プラズマテレビ 「ビエラ」 （TH-P65VT60）

エコマーク認定のシャープ(株)

液晶テレビ 「アクオス」 （LC-80XL9）
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トピックス

イベン ト に参加しました （アジェ ンダの日）

５月２５日 （土）、 ２６日 （日） に、 神奈川県横浜市の日

本大通 り にて 「環境イベン ト  アジ ェ ンダの日 ２０１３」

（主催 ： かながわ地球環境保全推進会議） が開催され、

エコマーク事務局が出展し ま し た。

　 ブースでは、 来場された方にアンケー ト を実施し ま

し た。 「エコマーク商品を買った こ と があ り ますか？」

と の質問に対し、 「はい」 と い う 回答が ５６％を占めた

ものの、「どんな商品かはわからない」 と答える方もい

ら っ し ゃいま し た。

　 今後 も 地域の環境

イベン ト への出展を

進め、 エ コ マー ク が

買い物の時の目印 と

な る よ う 、 消費者へ

のア ピールに努めて

まい り ます。

タ イ環境ラベルとの相互認証協議を行いました

６月１１日 （火）、 １２日 （水） に、 タ イ ・ ノ ン タブ リ ー

にて、 タ イ グ リ ーン ラベルを運営する タ イ環境研究所

（ＴＥＩ） と相互認証に関する協議を行いま した。今回は、

昨年 １１ 月に再開さ れた協議で選定し たプ リ ン タおよ

び複写機の共通基準項目を決定する と と もに、 認証ス

キーム等についての議論を行いま し た。 今後も相互認

証の実用化

に向け、 継

続的な協議

を進めてい

き ます。

お知らせ

エコプロダクツ ２０１３ に出展します

　 エコマーク事務局は、 １２月１２日 （木） ～１４日 （土）

に東京ビ ッ グサ イ ト で開催 さ れ る 「エ コ プ ロ ダ ク ツ

２０１３」 に出展し ます。 エ コ マーク 使用契約企業のみ

な さ まには、 認定商品の展示や会場内でのエコマーク

掲示に関し てご協力をお願い し たい と 考えています。

展示等についての詳細が決ま り 次第、 エコマーク事務

局ウ ェブサイ ト および メ ールマガジンにてご案内いた

し ます。

中国環境ラベルとの相互認証協議を行いました

７ 月 １１日 （木）、１２ 日 （金） の ２ 日間、中国 ・ 北京に

て中国環境保護部環境認証セン ター （ＥＣＣ） ※ １ およ

び中環連合 （北京） 認証セン ター有限公司 （ＣＥＣ） ※ ２

と相互認証協議が開催されま し た。 会議では、 事業者

から相互認証の申請を受けて、 ２ か国間で取 り 交わ さ

れる書類の確認、 認定後の監査等の協力など、 実務的

な内容について協議を行いま し た。

※ １ 中国環境ラベルの基準策定、 ロ ゴの管理を行 う 機関

※ ２ 環境ラベル、 ＥＭＳ等、 中国における環境関係の認証

を包括的に行 う 機関


